






































理職目標を部店長 30 人，次課長 100 人，管理職に占める女性比率 10％と設定している。2015 年 3 月末時点での実
績は，部室店長 4.9％，次課長 10.9％，役付者 16.4％であり，2018 年 3 月期限の数値目標に，役員 1人以上，部室


























（５）　政府は 2003 年に「社会のあらゆる分野において，2020 年までに，指導的地位に女性が占める割合が少なくと
も 30％程度になるよう期待する」という目標を男女共同参画推進本部で決定し，2005 年 12 月策定の第 2次男女共
同参画基本計画に明記した。しかし 2015 年 12 月策定の第 4次男女共同参画基本計画では，国，自治体，民間企業
などの分野別に数値目標を設定し，その多くを 30％から引き下げている。例えば民間企業の課長相当職に占める
女性割合は，2020 年までに 15％とされている。





（８）　賃金差別を争った住友金属工業男女差別訴訟（2005 年原告勝訴，控訴後 2006 年和解）では，社内で周知する
ことなく従業員を 5段階に分けた「闇の人事制度」の存在が示され，女性は最低レベルに位置付けられ処遇が抑え
られていることが認定されている。原野早知子「住友金属男女差別裁判―勝利判決から早期解決をめざして」大





















会議」は女性活躍推進法による事業主行動計画の策定義務化（2016 年 4 月）に先立つ 2013 年に開
始されており，数値目標の達成に向けた取り組みが一定程度進んでいるためである。







2016b）。2017 年 3 月 2 日現在，276 の企業等が女性管理職の数値目標を発表している（１０）。
　⑵　調査対象
　調査対象は「女性の大活躍推進福岡県会議」のHPで女性管理職の数値目標を公表している企業


















会社（１３）を選定した。TOTO株式会社の女性平均勤続年数は 14.0 年（2015 年度末），女性採用比率





オン九州株式会社の女性平均勤続年数は 13.7 年（2016 年 3 月），正社員の女性採用比率は 70.8％
（2016 年 3 月），正社員の女性労働者比率は 35.2％（2016 年 3 月）である。コース別雇用管理制度
は導入していない。調査ではダイバーシティ推進責任者である取締役執行役員，ダイバーシティ推







36 の製造・販売拠点を持つグローバル企業である。従業員数は 2015 年度時点で 6,338 人（男性













　TOTOでは「2010 年の TOTOはどうあるべきか」を検討する 2003 年のプロジェクトで女性活
躍が答申された後，2004 ～ 2006 年度の中期経営計画の人材育成方針に女性活躍推進を盛り込み，














　第 2に人員構成上の課題である。業績が低迷した 2000 年前後の約 7年間に新規採用を抑制した
ことにより，2010 年には 32 歳前後を中心とした管理職手前の層の不足が顕在化した。このため
2017 年に生じるであろう課長候補不足に対応するため，人員の多い 1990 年前後入社層の課長職継
続とともに，若手の早期抜擢と女性の活躍が志向された。
　女性活躍推進は，グローバル企業であるTOTOでのダイバーシティ・マネジメントの第一段階
と捉えられている。当時の代表取締役社長（2005 ～ 2009 年）である木瀬照雄氏は「成熟した消費
者の要求に応えるには，商品を提供する側の個性を活かすことが重要」とし，「女性活性化を支援
しているのは，ダイバーシティを推進したいから」と明言する（１８）。経営上，女性活躍が不可欠との
（１４）　「平成 24 年度ダイバーシティ経営企業 100 選」。
（１５）　「フロントランナーTOTO・きらめき推進室　女性らしい視点を商品企画・販売に生かす」『財界九州』47 巻
2 号，2006 年。現在は人財本部内のダイバーシティ推進グループに改組されている。
（１６）　「組織文化を変革する　東陶機器（TOTO）」『人材教育』18 巻 2 号，日本能率協会，2006 年，51 頁。
（１７）　「C720 Ｒ」（1987 ～ 2001 年商品）と「ネオレスト RH2W」（2007 年発売）の比較である。「TOTOのご案内」
カタログNo.641，2016 年 8 月発行，9頁。
（１８）　「私の人材教育論　TOTO代表取締役社長木瀬照雄」『人材教育』日本能率協会，2007 年，19 巻 3 号，11 頁。
22 大原社会問題研究所雑誌　№703／2017.5








































































































































（２１）　「女性活躍推進に関する決起大会」（2015 年 10 月 7 日）での社長による講和。出席者は社長，全取締役，全部
門長であり，各部門上位者によるトップダウンで女性が活躍する組織風土に改革する重要性が再確認された。























が全社売上の約 8割を占める中心事業である。従業員数は 2015 年度時点で正社員 2,672 人（男性
64.2％，女性 35.8％），パートタイマー 8,442 人（２５）（男性 18.2％，女性 81.8％），課長以上の女性管理










（２６）　2016 年 6月に，イオングループとして6 園目，イオン九州として初となる事業所内保育施設「イオンゆめみらい保
育園　佐賀大和」を開園している。対象は①イオングループ企業とイオンモール佐賀大和，ほか近隣イオン店舗内出店
の専門店企業の従業員の乳幼児，②佐賀市が保育の実施を決定した地域住民の乳幼児，である。開園は原則 365日












1972 年 福岡ジャスコ株式会社設立 18 店舗
2000 年 ジャスダック上場 25 店舗
2003 年 ホームワイドと合併，称号をイオン九州㈱に変更 88 店舗
2007 年 マイカル九州と合併 95 店舗












































































フト等の 9つの技術部門を対象とした競技会「イオリンピック」を 2016 年に始めている。例えば

















































































































http://www.we-project.jp/manager/aeon-kyushu 2017 年 2 月 3 日アクセス。
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